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WIB服はカラーでこ覧になれます1
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メルマガも配倍中です l

●
ｒ
１
１
〓

_ユ~ス



社
労
士
　　教

                

熊
谷
社
会
保
険
労
務
士
事
務
所 

　
　
　
　
　
　

 　
　

   　
　

所
長　

熊
谷　

祐
子

■ 災害のあらまし ■

■ 判断 ■

一
般
社
団
法
人
Ｓ
Ｒ
ア
ッ
プ
21 　

東
京
会

28　　《安全スタッフ》2016・3・15

＜執筆＞

訪
問
看
護
師
が
利
用
者
に
金
属
バ
ッ
ト
で
殴
ら
れ
る

第 215 回

訪問看護師Ａが、認知症の男性利用者に

いきなり金属バットで頭部を殴られて負傷

した。検査の結果、頭部と左肩の打撲で３

週間の加療と労務不能と診断された。

Ａは、事業所の所長（管理者）としての

立場にあり、通常は管理者としての業務の

みに従事していた。この日は、在宅でリハ

ビリの必要がある認知症男性の担当者をし

ている訪問看護師Ｂが風邪をひき休んでい

たために、管理者でもあるＡが代行訪問し

た際に起こった事故である。

認知症男性が、なぜ殴ったのか理由は

不明ではあるが、男性の部屋に入った際に

急に殴られてしまった。幸い、Ａの意識は

あり自分で病院へ向かった。その場にいた

Ａの妻は慌てて救急車を呼ぼうとしたが、

大したことはないというＡの判断で救急車

は呼ばなかった。金属バットは遊びに来て

いた中学生の孫が持ってきていたもので置

きっぱなしにしていた。

当日、男性宅には妻も居合わせていたこ

とから、事故発生直後の現認は妻からの事

業所への通報による。頭と左肩打撲により

車の運転が困難と思われ、妻が事業所へ連

絡を取った。

Ａは、事故当日の午後からと翌日は休み

を取ったが、翌々日は重要な会議や面接が

あるからと出勤していた。それから数日間

は何とか管理者業務を行っていたが、痛み

が続き仕事にならないため、管理者を一時

的に交替し休職に入った。

認知症を抱える男性利用者による行為

は、本人に当時判断能力があったかどうか

が論点となる。男性は要介護４で重度の認

が

え
る
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知症であった。そのため、男性本人には責

任能力があったとはいえないものの、今回

のケースの場合、金属バットが認知症男性

の部屋にあり、手の届く場所にあったこと

は家族にも責任があるとされ、第三者行為

災害（業務上）として認定された。

　

労働災害として認定されるには、「待期

期間」が３日間なければならない。この待

期期間は継続していると断続していると問

わない。所定労働時間中に負傷した場合は

その日から開始される。従って通常は、翌

日と翌々日休業をすれば、次の日から休業

補償給付は支給される。

例えば、負傷した翌日に出勤したものの、

労務不能で療養のために休業したのであれ

ば待期期間としてカウントされる。

Ａは、自分が休むと管理者不在の日がで

きてしまい、介護保険法上の配置基準に抵

触してしまうため、事故発生当日と翌日は

有休消化して通院、その後は勤務していた。

しかし、出勤しても具合が悪く、帰宅せざ

るを得ない日が続いたため、一時的に管理

者を交替し休業することになった。このよ

うに、通常は管理者業務のみに従事してい

る場合でも、職員の急な休みや緊急対応時

には、管理者自身が訪問看護師として利用

者宅にサービス提供に向かうことも介護事

業所ではよくある。

また、今回のように断続的に休業しても、

「労務不能により療養のために休業」して

いれば労災保険法上の待期期間は満了する

といえる。

そのほか、第三者行為災害として認定さ

れるには、第三者が被災者に対して「損害

賠償の義務」を有していることといった要

件がある。

そのうえで、先に第三者が被災者に対し

損害補償を行った場合には、政府はその価

格の限度で労災保険からの給付は行わず、

先に政府が労災保険の給付を行った場合に

は、その価格の限度で第三者に対する損害

賠償請求権を政府が有することになる（政

府が取得した第三者に対する損害賠償請求

権を行使する行為を「求償」という）。

幸いにも看護師という職業柄、負傷し

た当日に自分が以前勤務していた病院へ行

き、ＭＲＩ検査を受けるなど、迅速な対応

をしていたため、しばらくの間、額に青黒

く打撲の跡は残っていたものの、大事には

至らなかった。Ａの妻も殴られる瞬間を目

撃していたため、通院費は払うとの申し入

れもあったという。

労働基準監督官からは、「認定されるか

どうかは労基署が個別に判断するものであ

ることから、事故が発生した場合には、ま

ずは申請をしてほしい。今回は、大事には

至らなかったが、例えば、示談後に後遺症

を発症した場合や障害等級に該当する程度

の障害を負ってしまった場合などには個人

では補償しきれず、被災者にとって労災請

求されていたほうが有利な場合もある」な

どと助言された。




